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第 3 章では府県の普通税の改革案、第 4 章では府県の基幹税である事業税の改革案を取り上げ、それぞれともに新
たな水平的財政調整の仕組を導入した税改革のあり方と、そのような改革によって府県聞の財源格差がどれだけ削減
でき、地方政府間の公平性がどの程度達成されるかを検討する o
第 5 章では、地方政府にとって新しい課題と言えるグリーン税制、これを特に府県の自動車税のグリーン化につい
て、その意義と問題点を明らかにする。
第 6 章では、府県債を「景気調整」的に発行する場合を想定し、それによってどれだけ景気調整機能がされるかを
検証し、財政自主性との関わりにおいて地方財政が景気調整機能をどれだけ担うべきかを検討する。
論文審査の結果の要旨
地方分権は財政構造のあり方を考えるうえでも重要な課題であるが、同問題を考える場合、「地方分権一括法」に
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示された事務・事業権限の再配分とともに、それを実質的に保証するための財源の再配分が問題であり、それは分権
推進の現在の政府委員会である地方分権改革推進会議の課題でもある。つまり、望ましい地方財政の構造を考える場
合財源配分のあり方は避けられない課題であるが、これを考える場合地域間較差をどのように考えどのように対処す
るかが大きな問題となる。本論文はそのような問題について、理論と実証、データの検証等によって、財源再配分の
機能およびその可能なあり方について幾つかの観点から検討しているo 具体的には、財源の公平化が社会的厚生の観
点で望ましいことを理論的に示すとともに、わが国の財源調整制度である地方交付税制度についてその機能を実証的
に検討し、よく言われるようにそれが財源再配分機能を発揮、同交付税の純再配分額(交付税収入-交付税財源とな
る税負担)が 1 人当たり所得と強い相闘を持ち、後者によってかなりよく説明されること等を明らかにし、またその
理解に基つeいて税源一財源再配分の基準・方法のあり方を検討し、その効果をシミュレーション等により検証してい
る。本論文はまた、税制 財源調達に関わる別の問題、税制のグリーン化および地方債の機能についても、地方財政
の効率化という視点から実証的検討を行っている。
本論文はこのように、分権化との関係で現在特に問題になる地域間財源配分のあり方を理論および実証の双方の視
点から検討し、現行制度の問題を明らかにするとともに、改革の方向をも検討したもので、博士(経済学)を授与す
るに十分に値するものと判断する。
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